
増減率
（C)/(B)×100

143 億 4,000 万円 122 億 7,000 万円 20 億 7,000 万円 16.9%

　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 30 億 8,350 万円 31 億 8,530 万円 △ 1 億 180 万円 △ 3.2%

　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2 億 9,220 万円 2 億 8,900 万円 320 万円 1.1%

　産 業 団 地 整 備 事 業 特 別 会 計 387 万円 558 万円 △ 171 万円 △ 30.7%

　農 業 者 労 働 災 害 共 済 特 別 会 計 509 万円 507 万円 2 万円 0.4%
小　　　計 33 億 8,466 万円 34 億 8,495 万円 △ 1 億 29 万円 △ 2.9%

15 億 6,617 万円 10 億 9,432 万円 4 億 7,185 万円 43.1%

1,155 万円 1,059 万円 96 万円 9.1%

24 億 6,785 万円 22 億 7,907 万円 8,878 万円 8.3%

1 億 854 万円 7,884 万円 2,970 万円 37.7%
小　　　計 41 億 5,411 万円 34 億 6,282 万円 6 億 9,129 万円 20.0%

芦 原 温 泉 上 水 道 財 産 区 水 道 事 業 会 計

合　　　計 220 億 8,471 万円 193 億 9,839 万円 8,632 万円 13.8%26 億

2,532 万円

財政調整基金（市の貯金）

　市の貯金である財政調整基金については、合併当初（平成15年度
末）は5億4,507万円でしたが、今年度から合併による優遇措置が縮
小されることを踏まえて、これまで積極的な積立を行ってきました。
平成25年度末には、合併当初の約5.1倍の28億円となる見込みで
す。

市債残高（市の借金）

1 億 8,062 万円2 億 594 万円 14.0%

　市の借金である市債については、平成25年度で急激に増えていま
す。これは、ＩＫＯＳＳＡや給食センターなどの大規模な建設事業が
重なったことが主な要因です。償還額の一部もしくは全部が地方交
付税に算入される借入（合併特例債など）を積極的に活用していま
す。

(旧芦原町内の特定区域（財産区）の水道事業にかかる会計）

 一　般　会　計（市の基本的な行政サービスの経費を収支する

 特　別　会　計（保険料など特定の収入で特定の支出に充てる会計。収入の使い道が決まっているため一般会計とは分けています。）

 企　業　会　計（一般の会社と同じように、独立の収入でその経費をまかなう「独立採算」を原則とする会計）

当初予算額

対前年比

増減額
C＝A-BA

平成25年度

当初予算額
B

平成26年度

区　　　　　分

1 億

　水 道 事 業 会 計 

　工 業 用 水 道 事 業 会 計

　公 共 下 水 道 事 業 会 計

　農 業 集 落 排 水 事 業 会 計

平成26年度 当初予算 一般会計予算規模
１４３億４，０００万円

　※各表の数値及び構成比は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　平成26年度一般会計当初予算の総額は、歳入歳出それぞれ143
億4,000万円で、前年度と比較して 20億7,000万円、16.9％の増とな
りました。
　これは、芦原小学校体育館屋根改修事業や給食センター整備事
業などが終了した一方で、幼保一体化に向けた保育所の改修や認
定こども園への補助、養護老人ホームの改築、昨年から行っている
新幹線金沢駅開業に向けた街並み整備事業が本格化することなど
によるもので、当初予算の規模としては合併後最大となりました。

各会計の当初予算規模
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一般会計予算規模　１４３億４，０００万円

市税

44億2,092万円
市民の皆さんが

納めるお金

分担金及び負担金

3億7,003万円
保育料や小中学校の給食代な

ど、特定の利益を受ける方が

負担するお金

使用料及び手数料

1億6,400万円
施設の利用料や住民票の

発行手数料など

繰入金

10億5,227万円
市の貯金である財政調整基金や

各種基金を取崩すお金

諸収入

4億255万円
貸付金の元金収入など

財産収入など

1億2,409万円
市有地などの貸付料や

各種基金の利子、寄付金、

前年度からの繰越金

地方交付税

28億円
市町村の規模に応じて

国から交付されるお金

地方譲与税

1億2,000万円
国が徴収した自動車重量税など

から配分されるお金

国庫支出金

16億6,737万円
市の事業に対して

国から交付されるお金

県支出金

12億6,867万円
市の事業に対して

県から交付されるお金

市債

14億6,640万円
国や金融機関などから

借入れるお金

その他の交付金

4億8,370万円

30.8％

2.6％

0.9％

7.3％
1.1％

2.8％19.5％

0.8％

11.7％

8.8％

10.2％
3.5％

自主財源

45.5％依存財源

54.5％

人件費

21億5,568万円
市長や議員、職員の

給料や手当など

物件費

18億5,552万円
物品の購入、光熱水費、
燃料費、委託料など

維持補修費

4,314万円
庁舎や公共施設などの修繕

扶助費

24億7,282万円
生活保護や子ども手当など

社会福祉の経費
補助費等

24億7,558万円
負担金や補助金など

普通建設事業費

26億8,838万円
道路や橋、公共施設などの整備

公債費

14億6,588万円
市債（借金）の返済金

貸付金、投資及び出資金

1億7,370万円
中小企業や市民への

資金融資など

繰出金

9億9,351万円
特別会計などへの補助

その他

1,449万円
基金（貯金）への積立金や

予備費

消費的経費

62.9％

その他
18.4％

15.1％

12.9％

0.3％

17.2％

17.4％

18.7％

10.2％

1.2％
0.1％

6.9％

積立金 449万円

予備費 1,000万円

投資的経費

利子割交付金 900万円
配当割交付金 2,400万円
株式等譲渡所得割交付金 470万円
地方消費税交付金 3億2,800万円
ゴルフ場利用税交付金 7,900万円
自動車取得税交付金 2,400万円

地方特例交付金 1,100万円
交通安全対策特別交付金 400万円

災害復旧事業費

130万円
災害により被災した道路

や施設などを現状復帰さ

せる経費



目　的　名　称 説　　　明 主　な　事　業 市民一人当たり

民生費
児童、高齢者、心身障害者などの社
会福祉施設の管理運営や生活保護
などにかかる経費です。

保育所・幼児園運営事業
雲雀ケ丘寮経費
障害者自立支援給付事業
児童手当支給事業
介護保険事業

55 億 3,137 万円 186,858 円

教育費
学校や体育施設の建設・管理、生涯
学習、文化財保護などにかかる経費
です。

公民館施設管理経費
給食センター事業経費
創作の森事業
放課後子どもプラン推進事業
通学援助経費

15 億 9,214 万円 53,785 円

土木費
道路・河川・住宅・公園などの各種公
共施設の整備や、これらの施設の維
持管理にかかる経費です。

公営住宅長寿命化事業
道路一般改良舗装事業
地方道路交付金事業（千束・赤尾線）
芦原温泉駅周辺整備事業
除雪対策経費

14 億 9,998 万円 50,672 円

公債費
道路や施設を整備する際に、国や金
融機関から借り入れた市債（借金）
の返済金です。

借入償還元金
借入償還利子 14 億 6,588 万円 49,520 円

総務費

庁舎などの管理、公共交通対策、市
税の賦課徴収、戸籍住民基本台帳、
防犯対策、選挙など市役所の全般
的な仕事にかかる経費です。

電算業務・機器管理経費
公共交通対策経費
区長会経費
庁舎管理経費
デマンド交通運行事業

13 億 6,719 万円 46,186 円

商工費
商工業の振興、観光推進、企業誘致
などにかかる経費です。

温泉情緒あふれる華やぎのまちづくり事
業
商工振興経費
観光推進事業
ふるさと創造プロジェクト事業
セントピアあわら管理経費

8 億 794 万円 27,293 円

衛生費
環境対策、ごみ処理、妊婦・乳児健
診、予防接種などにかかる経費で
す。

塵芥処理広域行政経費
ごみ処理事業
予防接種事業
保健事業
妊婦・乳児健康診査事業

7 億 2,603 万円 24,526 円

消防費
地震、火災、風水害の災害対策や消
防施設にかかる経費です。

嶺北消防組合負担金
消防施設整備経費
防災経費
防災訓練事業
水防訓練事業

5 億 6,395 万円 19,051 円

農林水産業費
農林水産業の振興や農道・排水施
設の整備などにかかる経費です。

農地・水保全管理支払交付金事業
鳥獣害防止総合対策事業
環境保全型農業支援事業
土地改良等整備事業
企業的園芸確立支援事業

5 億 128 万円 16,934 円

議会費
議員の報酬や議会の運営などにか
かる経費です。

議員人件費
議会運営議員調査活動事業
議会事務局経費

1 億 8,412 万円 6,220 円

労働費
雇用対策や市民への生活資金の融
資などにかかる経費です。

市シルバー人材センター運営補助金
勤労青少年ホ－ム管理経費
市民生活安定資金預託金
勤労者住宅資金利子補給金

8,432 万円 2,848 円

　　  その他
　　・災害復旧費
　　 ・諸支出金
　　 ・予備費

災害により被災した道路や施設など
の復旧にかかる経費、各種基金（貯
金）の積立金や緊急に支出を要する
場合に備える予備費です。

道路橋りょう災害復旧事業
河川災害復旧事業
農地災害復旧（単独）事業
農業用施設災害復旧（単独）事業
林業施設災害復旧（単独）事業

1,580 万円 534 円

合　　計 ４８４,４２７円

※平成26年3月1日現在の住民基本台帳人口（29,602人）で計算しています。

予算額

１４３億４，０００万円

歳出を目的別で分類した予算額と市民一人当たりの予算額



基本給与
(市税)

１４７ 万 ３,６３８ 円

諸手当
（分担金及び負担金）

１２ 万 ３,３４２ 円

副業収入
(使用料及び手数料)

５ 万 ４,６６５ 円

預金の取り崩し
（繰入金）

３５ 万 ７５７ 円

臨時収入など
（寄付金、財産収入、諸収入、繰越金）

１７ 万 ５,５５０ 円

親などからの仕送りや援助
(交付税・国県補助金等)

２１１ 万 ３,２４７ 円

銀行からの借り入れ
(市債)

４８ 万 ８,８０１ 円

合計

食費
(人件費)

７１ 万 ８,５５９ 円

医療費
(扶助費)

８２ 万 ４,２７５ 円

光熱水費・消耗品費など
(物件費)

６１ 万 ８,５０６ 円

子どもへの仕送りなど
(補助費等・貸付金・出資金・繰出金)

１２１ 万 ４,２６１ 円

家・車などの修繕費
(維持補修費)

１ 万 ４,３８０ 円

家などの増改築
(普通建設事業費)

８９ 万 ６,１２７ 円

　　　　　　　　投資的経費
（施設や道路などの建設のように形が将来
に残るものにかかる経費）
　　　　８９万６，１２７円　(全体の18.8％)

借金返済
（公債費）

４８ 万 ８,６２７ 円

貯金
(積立金)

１,４９８ 円

その他緊急用
(予備費・災害復旧費)

３,７６７ 円

合計

平成25年度の当初予算143億4,000万円をわかりやすく3,000分の1に置き換えて家計簿にしました。

自分で稼いだお金
(自主財源)

２１７万７，９５２円　(全体の45.6％)

1 年 間 の 収 入

他から調達してきたお金
(依存財源)

２６０万２，０４８円　(全体の54.4％)

1 年 間 の 支 出

　年間の収入をみると、親からの仕送りに頼っていることがわかります。また、銀行からの借り入れも毎年行っています。今後
は、親からの仕送りや借り入れの依存を少なくし、基本給与や諸手当、副業収入の増に努めるとともに、なるべく支出を抑えてい
くことが必要と考えます。
　年間の支出では、食費や医療費、借金返済など、支出が義務づけられている経費が約半分を占めています。
　これまでも、食費や光熱水費・消耗品費などを切り詰めて家計をやりくりしてきましたが、今後もより一層の努力が必要です。

その他の経費

４９万３，８９２円　(全体の10.3％)

４７８ 万円

４７８ 万円

　　　　　　　　消費的経費
（支出の効果が単年度または短期間で終わ
り後年度に形を残さない経費）

　　３３８万９，９８１円　(全体の70.9％)

当初予算を家計簿に例えると


